
平成 17年 3月期 中間決算短信 (連結)  平成 16年11月18日

上   場   会   社   名       山九株式会社 上場取引所 東 福

コード番号       9065 本社所在都道府県

（ＵＲＬ  http://www.sankyu.co.jp ） 福岡県

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名    中村  公一 TEL (03) 3536 - 3939

問合せ先責任者 役職名 経   理   部   長 氏名    井野   学
決算取締役会開催日　　平成 16 年 11 月 18 日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　      －　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 16年  9月中間期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)連結経営成績 (注)本中間決算短信の金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  9月中間期 161,361 7.9 6,208 58.8 5,732 69.1

15年  9月中間期 149,589 △ 1.1 3,909 13.2 3,390 19.8

 16年  3月期 321,980 9,208 7,726

  中間（当期）純利益      １株当たり中間  潜在株式調整後１株当
     （当期）純利益  たり中間（当期）純利益

百万円 ％ 円   銭 円   銭

16年  9月中間期 1,146 △ 23.9 4.07 -

15年  9月中間期 1,506 16.5 5.35 -

 16年  3月期 3,668 12.97 -

(注)①持分法投資損益           16年  9月中間期   101 百万円            15年  9月中間期   100 百万円           16年  3月期  153 百万円

     ②期中平均株式数（連結）  16年 9月中間期     281,462,183 株      15年  9月中間期     281,625,180 株        16年  3月期    281,594,003 株

     ③会計処理の方法の変更 有（減損会計の早期適用)

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  9月中間期 276,664 33,626 12.2 119.51

15年  9月中間期 274,881 36,167 13.1 128.44

 16年  3月期 272,842 33,129 12.1 117.67

(注)期末発行済株式数（連結）          16年 9月中間期   281,380,950 株         15年  9月中間期   281,595,721 株         16年  3月期   281,536,998 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年  9月中間期 2,869 △ 978 △ 4,385 20,452

15年  9月中間期 4,137 △ 1,079 △ 5,618 23,621

 16年  3月期 14,453 △ 4,258 △ 12,803 23,210

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数    37 社   持分法適用非連結子会社数　  - 社   持分法適用関連会社数　    5 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結  （新規）    1 社  （除外）     1 社      持分法  （新規）    - 社  （除外）　   - 社

２. 17年  3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 335,000 11,000 3,900

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           13 円  86 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
　 経済情勢など様々な不確定要因により、これらの予想数値と異なる場合があります。



１．企業集団の状況

   当社グループは、当社、子会社６３社、関連会社２４社で構成され、当社が営む物流・機工の二事業に加えて、
情報システム･人材派遣等のサービス事業を国内外において幅広く展開しております。
   グループ各社の事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

（１）物流事業  ： (a) 港湾における船舶の貨物取卸し、積込み、本船内の荷繰り業務ならびにコンテナターミナ
     ルオペレーション、梱包、コンテナドレイを実施しております。
(b) 船舶・艀による海上運送ならびに船舶貸渡業を実施しております。 
(c) 寄託を受けた貨物を上屋･倉庫に保管するとともに､保管貨物の入出庫および積替等の倉
    庫荷役を実施しております。
(d) 長距離トラック輸送、引越・美術品輸送、環境を維持する廃棄物輸送等の特殊輸送なら
　　びに一般貨物の自動車運送を実施しております。   
(e) 輸出入貨物の通関業務および船主･傭船者の代理業務ならびに国際複合輸送を実施し
     ております。
(f) お客様の工場構内において､原材料･資材および製品の輸送をはじめ､倉庫保管･管理作
    業等を実施しております。  

<主な関係会社>
（株）山九海陸、  山協港運（株）、（株）スリーエス・サンキュウ
Sankyu(Singapore)Pte.Ltd.、P.T.Sankyu Indonesia International、上海経貿山九儲運有限公司

（２）機工事業  ： (a) 製鉄機械、石油化学および電力関連装置をはじめ、一般産業機械、環境整備設備等の
    建設、機器据付、配管工事を実施しております。
(b) 上記設備装置の建設、据付に引き続き、これら装置類のメンテナンスを実施しております。 
(c) 電力･エネルギー関連における各種プラント機器等の大型重量物輸送を実施しております｡
(d) 工作工場を有し、一般産業機械、橋梁等の設計、製作、組立を実施しております｡
(e) 工場構内の設備にかかわる土木・建築工事を実施しております。

<主な関係会社>
山九プラント工業（株）、サンキュウエンジニアリング（株）、Sankyu S/A

（３）その他事業：(a) 情報システム、人材派遣、保険代理店、福利厚生等のアウトソーシング等の関連
     サービスを実施しております。
(b) プラント建設ならびに橋梁に関わる土木・建築工事を実施しております｡
(c) 機材の賃貸ならびに附帯作業としてのメンテナンス、管理等を実施しております｡

<主な関係会社>
（株）インフォセンス、サンキュウビジネスサービス（株）
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事業の系統図は、次のとおりであります。

得                  意                  先

港湾荷役業 構内作業 土木・建築業
輸出入代行業 ﾌﾟﾗﾝﾄ建設業 不動産業
倉庫業 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業
自動車運送 機器据付

山  九  株  式  会  社
物   流   事   業 機   工   事   業 そ　の　他　事　業

港湾作業 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ作業 建築 ・ 土木工事
輸送作業 工事施工 情報ｼｽﾃﾑ･人材ｻｰﾋﾞｽ他

国   内   グ   ル   ー   プ   会   社
【物流事業】　　｢２９社｣ 【機工事業】　　｢９社｣

（連結子会社） （連結子会社）
  (株)ｻﾝｷｭｳｼｯﾋﾟﾝｸﾞ   山九ﾌﾟﾗﾝﾄ工業(株)
  (株)山九海陸   ｻﾝｷｭｳｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)
  山協港運(株)   山九重機工(株)
  (株)ｽﾘｰｴｽ･ｻﾝｷｭｳ
  (株)ｻﾝｷｭｳ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･東京
  (株)ｻﾝｷｭｳ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･関西 （非連結子会社）
  (株)ｻﾝｷｭｳ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･広島   (株)山九設計ｻｰﾋﾞｽ　 他 3社
  (株)ｻﾝｷｭｳ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･九州  他 5社  

（非連結子会社） （関連会社）
  中部海運(株)   (株)友進製作所　　 他 1社
　千代田ｼｯﾋﾟﾝｸﾞ(株) 他 ４社

（関連会社）
  日明コンテナ埠頭(株) 他 ９社

     

【その他事業】    「１４社」
（連結子会社） （非連結子会社）
  (株)ｲﾝﾌｫｾﾝｽ (情報ｼｽﾃﾑ業)   (株)山九ﾛｰﾄﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ (道路維持管理業)
  ｻﾝｷｭｳﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ(株) (人材ｻｰﾋﾞｽ業)   山九保険ｻｰﾋﾞｽ(株) (保険代理店)
  中国ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ(株)        〃   (株)ｻﾝｷｭｳﾘｻｰﾁｱﾝﾄﾞｸﾘｴｲﾄ (調査、教育関連)
  大分ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ(株)        〃 他1社
　山九近畿サービス（株）        〃
　山九東日本サービス（株）        〃 他 1社 （関連会社）

  防府ﾎﾟｰﾄﾋﾞﾙ(株) (施設管理業)
（持分法適用関連会社）   (株)沖永開発　　 (建設業)
  (株)ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ佐伯 (有線ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送業)

      監督者派遣       監督者派遣
相互国際輸送 工事施工
        港湾作業

海   外   グ   ル   ー   プ   会   社
【物流事業】　　｢２２社｣ 【機工事業】　　｢１３社｣

（連結子会社） （連結子会社）
  P.T.Sankyu Indonesia International   Sankyu(Malaysia)Sdn.Bhd.
  Sankyu(Singapore)Pte.Ltd.   Sankyu-Thai Co.,Ltd.
  SankyuLaemChabang(Thailand)Co.,Ltd   Sankyu  S/A 他 3社
  Sankyu Eastern International(H.K.)Co.,Ltd.
  広州山九物流有限公司
  Sankyu U.S.A.,Inc. （非連結子会社）
  Sankyu Holding(Thailand)Co.,Ltd.   Sankyu Philippines,Inc. 他 3社
  Thai Barge Container Services Co.,Ltd.

（持分法適用関連会社）
　深セン深九国際物流有限公司 （関連会社）
  上海経貿山九儲運有限公司   広州広重山九機械工程有限公司
  大九国際流通有限公司 他 2社
  天津天山国際貨運有限公司

（非連結子会社）
  Sankyu Logistics Philippines,Inc.
  南京山九長発物流有限公司
  青島山九亜太物流有限公司    
  北京山九北海物流有限公司
  Sankyu(Europe)B.V. 

他 3社
（関連会社）
  Modern Shipping Ltd.
  太栄山九国際物流(株)

｢       ／       ｣矢印は、国内関係会社の役務の流れを示している。
｢                 ｣矢印は、海外関係会社の役務の流れを示している。
（注）当社グループの事業の位置付けについて、当社と当社グループとの関係を中心に記載しておりますが、各グループ間の
       相互取引ならびに当社を経由せず直接得意先に対する取引も実施しております。

（提出会社）
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２．経営方針

（１）経営の基本方針

　　　当社は、「鍛え抜かれた人間集団として、常に新しい価値を創造し、お客様の生産・販売活動へ

　　の貢献を通じて、快適な生活環境づくりと、社会に感動を与える会社を目指す」という企業理念の

　　もと、技術・システムに裏打ちされた質の高いサービスを提供することにより、社会の発展に貢献

　　することを当社の使命としております。

　　　この使命を果たすことにより、お客様・株主・従業員・社会（地域）から、常に信頼を獲得する

　　ことのできる企業であり続ける事を目指してまいります。

（２）利益配分に関する基本方針

　　　当社は、株主に対する安定的な利益還元を経営の最重要課題のひとつとして認識しており、将来の

　　事業展開に備えて財務体質の強化を図りながら、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを利益

　　配分の基本方針としております。

（３）目標とする経営指標

　　　当社は、目標とする経営指標として、総資本経常利益率（ＲＯＡ）を重視しており、ＲＯＡ３％

　　以上を目標としております。

　　　また、同時に時価会計導入等による自己資本の低下を、同制度導入前の数値に回復させるべく、

　　その源泉である「収益力」の向上を目指し、下記中期戦略の達成に向けて更に努力していく所存

　　であります。

（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題

　　　数年来の企業をとりまく経営環境は、更なるグローバル化および情報技術の進展とともに、国際

　　会計基準に沿った会計基準の導入、連結重視の企業評価など、非常な速さをもって大きな構造変化が

　　進みつつあります。

　　　当社連結グループといたしましてもこの時代の変革に対応すべく、競争力の強化と、企業価値の

　　一段の向上に向け、以下の３点を重要経営戦略として、「収益力向上」のための諸施策を強力に推進

　　しております。

　

　　ａ．コスト構造改革戦略

　　　　　競争力のあるコスト構造を創り出すことにより、お客様からのコスト削減要請への対応と売上

　　　　拡大を図ることで、収益を生み出せる体質の更なる強化を推進してまいります。

　　　　　具体的には、グループ全体の更なる外注費の削減と集中購買による資材費の削減を行うとともに、

　　　　雇用の多様化（作業専門会社の設立、パート・アルバイト化の推進等）による要員構造の改革を

　　　　進めることで労務費削減を行ってまいりました。今後は更に、要員流動化等による生産性の向上

　　　　を行ってまいります。
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　ｂ．売上拡大戦略

　　　　　拡大を目指す事業分野として、物流事業、メンテナンス事業を傾注事業として取り組んでまいります。

　　　　　物流事業においては、企業物流をターゲットとして東南アジア・東アジア地域に拠点・ネット

　　　　ワークを持つ当社の強みと物流情報システム（ＳＡＮＫＹＵ－ＬＩＮＣＳ、ＥＤＩ－ＳＡＮＣＳ）

　　　　を駆使し、お客様のニーズに合った３ＰＬ（一括物流）を提供することで事業拡大を行ってまいります。

　　　　　メンテナンス事業は、お客様の生産設備保全業務のアウトソーシングニーズを着実に捉えた、

　　　　計画から施工までのソリューション型ビジネスを目指しており、トータルコストダウンと設備の安定

　　　　稼動を提供する３ＰＭ（一括メンテナンス）体制を構築することにより事業拡大を行ってまいります。

　　　　　また、工場構内における操業ならびに物流作業についても、お客様のアウトソーシングニーズが

　　　　高まる中で、一段と提案型業務に注力することにより、お客様に貢献できる体制を構築し、事業

　　　　領域の維持拡大と収益の向上を図ってまいります。

　ｃ．経営構造改革戦略

　　　　　以上の「収益力向上」に向けた重点施策をより効率的に推進するために、事業部門・間接部門

　　　　およびグループ会社の機能の見直しによるグループ事業運営体制の再編を進め、体質強化を図って

　　　　まいります。

　　　　　あわせて、保有資産の見直しと有利子負債の圧縮を推進し、財務体質の強化とともに安定収益を

　　　　確保できる企業体質を構築してまいります。

　　　中期経営戦略に対する具体的な取組内容、進捗としては、

　　  （ａ）コスト構造改革戦略においては、東日本・近畿地区において作業専門会社を立ち上げ、業務

 　       移管・地域特性に見合った労働コストの構築を進めております。

　　　　　　また、生産性を織り込んだ契約形態への変更やきめ細かい単価査定による外注コストの削減、

　　　　　およびインターネット購買システム（入札制）活用度向上による資材費の削減も進んでおります。

　　　　　さらに、競争力強化のために原価率の低減と間接経費の削減に注力しております。

　 　 （ｂ）売上拡大戦略においては、成長著しい中国での事業展開を加速しているとともに、物流分野

     　  では、物流情報システムや海外ネットワークを武器に化成品に関して３ＰＬの受注が引き続き拡大

    　 　しております。また、メンテナンス分野においては、石油・石化業界のお客様のアウトソーシング

   　    ニーズを先取りしたプレゼンテーションを実施し、３ＰＭの受注拡大を図っております。

　　　（ｃ）経営構造改革戦略においては、売上拡大戦略を推進するための機構改革（推進組織の設置）や、

　　　　　建設事業分野における選択と集中（プラント建設・橋梁および工場構内土建工事への特化）の

　　　　　推進、グループ会社の統廃合のスピードアップによるグループ経営の効率化を図るとともに、

　　　　　平成１５年７月には、更なる効率経営と、より現場に密着しお客様のニーズに迅速・的確に対応

　　　　　できる事業運営・管理体制（事業／エリアのマトリックス運営体制）への組織改革を実施致しました。

　　　　　　また、財務体質強化面においては、コミットメントラインの活用・債権流動化等による資金調達方

　　　　　法の多様化と効率化を推進し、保有資産の売却と合わせて有利子負債の圧縮を進めております。
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（５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方および施策の実施状況

　 ａ．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　　　　当社は上場企業として、株主をはじめとする各ステークホルダーの方々に対する経営の透明性を確保し、

　　　ならびに経営の効率性を向上させる事で継続的な成長・発展を目指すことを、コーポレートガバナンスの

　　　基本と考えております。

　ｂ．コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況

　　（ａ）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレートガバナンス

　　　　体制の状況

　　　　　当社の経営上の意思決定・監督機関としては取締役会があり、その配下に経営執行に関する重要事項

　　　　の審議・決定を行う経営会議を設置しております。取締役会と経営会議を分離することで企業の意思決

　　　　定と業務執行の迅速化を推進しております。なお、経営会議に付議された事項のうち、必要な事項につ

　　　　いては取締役会にて決定致します。

　　　　　また、監査機能として監査役（会）があります。監査役は社内監査役２名・社外監査役２名の４名で

　　　　構成されており、取締役会および執行機能の監査業務を行なっております。

　　（ｂ）コーポレートガバナンス充実に向けた取組みの実施状況等

　　　　　コーポレートガバナンスの充実が重要な経営課題であるとの認識下、グループの内部統制のため、

 　　　 関連会社まで含めた監査の一層の強化を図るべく監査部を設置するとともに、企業を巡る様々なリスク

　　　　への対応のため、管理規程等の整備により、危機管理体制の強化を図っております。

　　　　　また、より高品質な企業活動を行う上で、社会的な責任を遂行し、法的責任のみならず倫理的責任を

　　　　も包含した企業経営を目指すにあたって、平成１５年１０月にコンプライアンス委員会を発足させ、

　　　　コンプライアンスの強化を進めております。なお、環境に関するコンプライアンスを強化徹底するため、

　　　　従来の安全衛生部に環境管理業務を組み入れ安全環境部とし、「安全」「衛生」に加え「環境管理」の

　　　　三位一体で実践力を高めてまいります。

　　　　　なお、今後とも株主・投資家の皆様に信頼される透明感ある経営を実現するため、経営戦略や事業内

　　　　容などについての情報開示を一段と徹底し、その内容の充実に努めてまいります。
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３．経営成績

（１）当中間連結会計期間の業績概況

　　　　当社連結グループの主要なお客様である鉄鋼・石油化学業界では、東アジア向け輸出の好調さに加え、

　　　国内需要も堅調に推移するなど、生産量の増加がみられましたが、大規模な業界再編のなか、更なる体質

　　　強化を目指した合理化施策が依然として継続されております。また、物流業界においても、中国を中心と

　　　した輸出入貨物量が増加しておりますが、物流コスト削減圧力は根強く、依然として厳しい状況が続いて

　　　おります。

　　　　このような経営環境下、当社連結グループといたしましては、３ＰＬ（一括物流）、３ＰＭ（一括メン

　　　テナンス）など、引き続き各事業分野の専門性を生かした事業展開を進めるとともに、高度成長の続く中

　　　国に対し、積極的な投資・営業展開を図るなど、事業拡大に向けた施策を推進しております。また、お客

　　　様合理化施策に対応すべく現場力の強化を推進するなど、一層のコスト削減を図ってまいりました。

　　　　以上により、当中間連結会計期間におきましては、物流事業における輸出入作業などが好調に推移した

　　　こと、機工事業におきましては石油精製・石油化学関連各社の大型定期修理工事（ＳＤＭ）が増加したこ

　　　となどにより、売上高は１,６１３億６１百万円と前年同期比７.９％の増収、営業利益６２億８百万円と

　　　前年同期比５８.８％の増益、経常利益は５７億３２百万円と前年同期比６９.１％の増益となりました。

　　　　また、中間純利益は固定資産減損会計の早期適用により特別損失として２６億２０百万円を計上したこ

　　　とにより、１１億４６百万円と２３．９％の減益となりました。

（２）事業種別の状況

　　ａ．物流事業

　　　　中国を中心とした輸出入貨物取扱量の好調さを背景とした港湾および国際物流作業の増加に加え、鉄鋼、

　　　石油精製・石油化学関連のお客様工場構内における物流作業の増加など、売上高は９９１億１４百万円と

　　　前年同期比１０.８％の増収、営業利益は、４４億２１百万円と前年同期比７５.５％の増益となりました。

　　　なお、当中間連結会計期間の売上高に占める割合は６１.４％であります。

　　ｂ．機工事業

　　　　大型設備工事の完工高が減少いたしましたが、石油精製・石油化学関連各社における大型定期修理工事

　　　（ＳＤＭ）が増加したことなどにより、売上高は５３５億１３百万円と前年同期比３.０％の増収、営業

　　　利益につきましては、１６億６１百万円と前年同期比３５.７％の増益となりました。なお、当中間連結

　　　会計期間の売上高に占める割合は３３.２％であります。

　　ｃ．その他事業

　　　　システム開発案件の増加などにより、売上高は８７億３３百万円と前年同期比６.３％の増収、営業利

　　　益は３７百万円と前年同期比３３百万円の増益となりました。なお、当中間連結会計期間の売上高に占め

　　　る割合は５.４％であります。
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（３）当期の財政状態

　　　　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動

　　　により２８億６９百万円増加しましたが、有形固定資産の取得等投資活動により９億７８百万円減少し、

　　　また短期借入金の返済等財務活動により４３億８５百万円減少した結果、前連結会計年度末に比べ

　　　２５億７６百万円（△１１．９%）減少し、当連結会計期間末残高は２０４億５２百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、２８億６９百万円となりました。

　　　　前年同期との比較では、売上債権の減少額が減少したこと、機工事業における未成作業支出金が増加

　　　したこと等により、資金の増加額は１２億６８百万円の減少となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　当中間期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、９億７８百万円となりました。

　　　　前年同期との比較では、投資有価証券の取得による支出が減少したこと等により、資金の減少額は

　　　１億１百万円の減少となりました。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、４３億８５百万円となりました。

　　　　前年同期との比較では、短期借入れによる収入が増加したこと等により、資金の減少額は

　　　１２億３２百万円の減少となりました。

平成15年3月期 平成15年9月期 平成16年3月期 平成16年9月期

自己資本比率(%) 12.2 13.1 12.1 12.2

時価ベースの自己資本比率(%) 11.1 12.6 18.6 30.0

債務償還年数(年) 10.6 － 6.3 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 4.2 3.9 6.9 2.9

　自己資本比率 ： 自己資本／総資産

　時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産

　債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息支払額

※いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

※有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての

　負債を対象とし、現預金残高を控除しております。

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

　フローを使用しており、利息の支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の

　支払額を使用しております。
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（４）通期の見通し

　　　　今後の見通しにつきましては、下半期にかけて日本経済は緩やかな成長基調が続くものと思われますが、

　　　中国における金融引締め施策の実施、および原油・原材料価格の高騰、円高やデフレ経済の継続など、先

　　　行き不透明な懸念材料も多く、なお予断を許さない状況が続くものと予想されます。

　　　　このような状況の下、お客様の効率化・合理化要請に応えるべく、３ＰＬ、３ＰＭを中心に物流・機工

　　　事業の拡大を推進してまいります。あわせて、お客様の変化に対しタイムリーかつ機動的に対応するとと

　　　もに、引き続きコスト競争力の強化、間接経費の削減、有利子負債の削減など、企業体質と収益力の強化

　　　を図ってまいります。

　　　　現時点における通期の連結業績につきましては、以下のとおり想定しております。

　　　　　　　　　売上高 ３，３５０億円 　（対前期比　　４．０％増）

　　　　　　　　　経常利益 １１０億円 　（対前期比　４２．４％増）

　　　　　　　　　当期純利益 ３９億円 　（対前期比　　６．３％増）
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４．連 結 財 務 諸 表

（１）比 較 中 間 連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円、未満切捨）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末

平成16年9月30日現在 平成15年9月30日現在
金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 構成比

(％) (％) (％)
 （ 資 産 の 部 ）

Ⅰ  流  動  資  産

1. 現 金 及 び 預 金 20,577 23,153 △ 2,575 23,526
2. 受取手形及び作業未収入金 76,965 78,290 △ 1,325 69,767
3. 有 価 証 券 9 188 △ 178 165
4. 未 成 作 業 支 出 金 28,392 17,714 10,678 26,673
5. そ の 他 た な 卸 資 産 2,861 2,519 341 3,269
6. 繰 延 税 金 資 産 1,546 1,602 △ 56 1,736
7. そ の 他 6,139 5,206 932 6,264
8. 貸 倒 引 当 金 △ 521 △ 572 50 △ 435

流 動 資 産 合 計 135,971 49.1 128,103 47.0 7,867 130,967 47.7

Ⅱ  固  定  資  産

1. 有 形 固 定 資 産

(1) 建 物 及 び 構 築 物 32,707 33,871 △ 1,164 34,809
(2) 機械装置及び運搬具 8,477 7,591 885 7,728
(3) 土 地 47,550 49,445 △ 1,895 49,569
(4) そ の 他 1,569 2,602 △ 1,032 1,928

有 形 固 定 資 産 合 計 90,305 32.7 93,511 34.2 △ 3,205 94,034 34.2

2. 無 形 固 定 資 産 5,498 2.0 5,701 2.1 △ 202 5,538 2.0

3. 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 16,971 17,650 △ 678 15,685
(2) 繰 延 税 金 資 産 18,697 18,326 370 18,823
(3) そ の 他 11,531 12,321 △ 789 12,474
(4) 貸 倒 引 当 金 △ 2,312 △ 2,772 459 △ 2,642

投資その他の資産合計 44,888 16.2 45,526 16.7 △ 637 44,341 16.1

固 定 資 産 合 計 140,692 50.9 144,738 53.0 △ 4,045 143,914 52.3

資 産 合 計 276,664 100.0 272,842 100.0 3,821 274,881 100.0

科  目
平成16年3月31日現在
要約連結貸借対照表

増 減
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（単位：百万円、未満切捨）
当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末

平成16年9月30日現在
金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 構成比

(％) (％) (％)
 （ 負 債 の 部 ）

Ⅰ  流  動  負  債

1. 支 払 手形及び作業未払金 49,080 46,919 2,161 44,325
2. 短 期 借 入 金 60,282 63,128 △ 2,846 67,895
3. 未 払 法 人 税 等 3,182 2,196 985 1,191
4. 未 成 作 業 受 入 金 9,741 5,748 3,993 9,908
5. 完 成工事補償引当金 30 33 △ 3 34
6. そ の 他 17,222 17,253 △ 30 13,502

流 動 負 債 合 計 139,539 50.4 135,279 49.6 4,260 136,857 49.8

Ⅱ  固  定  負  債

1. 長 期 借 入 金 46,881 47,750 △ 869 50,226
2. 繰 延 税 金 負 債 744 756 △ 11 659
3. 退 職 給 付 引 当 金 46,615 46,276 338 46,510
4. 役 員退職慰労引当金 393 419 △ 26 360
5. 再評価に係る繰延税金負債 6,560 7,150 △ 590 1,890
6. そ の 他 454 559 △ 105 631

固 定 負 債 合 計 101,648 36.7 102,913 37.7 △ 1,264 100,278 36.5

負 債 合 計 241,188 87.1 238,193 87.3 2,995 237,135 86.3

 （ 少数株主持分 ）

少 数 株 主 持 分 1,848 0.7 1,519 0.6 329 1,578 0.6

 （ 資 本 の 部 ）

Ⅰ  資       本       金 18,318 6.6 18,318 6.7 - 18,318 6.6

Ⅱ  資  本  剰　余　金 1,635 0.6 1,635 0.6 0 1,635 0.6

Ⅲ  利　益  剰  余  金 17,258 6.3 16,565 6.1 693 14,422 5.2

Ⅳ  土地再評価差額金 △ 2,289 △ 0.8 △ 2,454 △ 0.9 164 2,774 1.0

Ⅴ  その他有価証券評価差額金 2,261 0.8 2,326 0.8 △ 64 1,276 0.5

Ⅵ  為替換算調整勘定 △ 3,385 △ 1.2 △ 3,129 △ 1.1 △ 256 △ 2,134 △ 0.8

Ⅶ  自    己   株    式 △ 172 △ 0.1 △ 132 △ 0.1 △ 39 △ 124 △ 0.0

資 本 合 計 33,626 12.2 33,129 12.1 497 36,167 13.1

負債､少数株主持分及び資本合計 276,664 100.0 272,842 100.0 3,821 274,881 100.0

増 減科  目
平成15年9月30日現在

要約連結貸借対照表
平成16年3月31日現在
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（２）比 較 中 間 連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円、未満切捨）

前連結会計年度

要約連結損益計算書

自  平成16年4月 1日 自  平成15年4月 1日 増  減 自  平成15年4月 1日
至  平成16年9月30日 至  平成15年9月30日 至  平成16年3月31日
金       額 百分比 金       額 百分比 金       額 百分比

(％) (％) (％)
Ⅰ  売       上        高
1. 作 業 収 入 161,361 100.0 149,589 100.0 11,771 321,980 100.0

Ⅱ  売    上    原    価
1. 作 業 原 価 149,034 92.4 139,351 93.2 9,682 300,459 93.3

売 上 総 利 益 12,326 7.6 10,237 6.8 2,089 21,520 6.7

Ⅲ  販売費及び一般管理費 6,118 3.8 6,327 4.2 △ 209 12,312 3.8

営 業 利 益 6,208 3.8 3,909 2.6 2,298 9,208 2.9

Ⅳ  営   業   外   収   益

1. 受 取 利 息 83 79 3 191

2. 受 取 配 当 金 229 228 0 357

3. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 101 100 0 153

4. そ の 他 421 397 24 652

営 業 外 収 益 計 835 0.5 806 0.5 28 1,354 0.4

Ⅴ  営   業   外   費   用

1. 支 払 利 息 966 1,040 △ 73 2,060

2. そ の 他 344 285 59 775

営 業 外 費 用 計 1,311 0.7 1,325 0.9 △ 14 2,836 0.9

経 常 利 益 5,732 3.6 3,390 2.2 2,341 7,726 2.4

Ⅵ  特     別     利     益
1. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 146 - 146 114

特 別 利 益 計 146 0.1 - 146 114 0.0

Ⅶ  特     別     損     失

1. 減 損 損 失 2,620 - 2,620 -

2. 固 定 資 産 売 廃 却 損 225 34 190 85

3. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 31 32 △ 0 64

4. た な 卸 資 産 評 価 損 - 307 △ 307 832

5. ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 - 45 △ 45 47

特 別 損 失 計 2,877 1.8 419 0.2 2,458 1,029 0.3

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 3,001 1.9 2,971 2.0 29 6,811 2.1

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,593 1.6 654 0.4 1,939 2,267 0.7

法 人 税 等 調 整 額 △ 886 △ 0.5 711 0.5 △ 1,597 740 0.2

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,146 0.7 1,506 1.0 △ 359 3,668 1.1

0.1147 99 480.10.1

科  目

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

135少 数 株 主 利 益
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（３）比 較 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書
（単位：百万円、未満切捨）

当中間連結会計期間 前連結会計年度 前中間連結会計期間
自  平成 16年 4月  1日 自  平成 15年 4月  1日 自  平成 15年 4月  1日
至  平成 16年 9月 30日 至  平成 16年 3月 31日 至  平成 15年 9月 30日
金         額 金         額 金         額

（資本剰余金の部）

Ⅰ  資本剰余金期首残高

１．資 本 準 備 金 期 首 残 高 1,635 1,634 1,634

Ⅱ 資本剰余金増加高

１．自 己 株 式 処 分 差 益 0 0 0 0 0 0

Ⅲ  資本剰余金中間期末（期末）残高 1,635 1,635 1,635

（利益剰余金の部）

Ⅰ  利益剰余金期首残高

１．連 結 剰 余 金 期 首 残 高 16,565 13,360 13,360

Ⅱ  利益剰余金増加高

1. 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,146 3,668 1,506

２．連 結 子 会 社 除 外 に よ る
剰 余 金 増 加 高

Ⅲ  利益剰余金減少高

1. 支 払 配 当 金 420 420 420

２．土 地 再 評 価 差 額 金
取 崩 に 伴 う 減 少 高

３．役 員 賞 与 24 610 9 469 9 451
（ う ち 監 査 役 賞 与 ） ( 0) （-） （-）

Ⅳ  利益剰余金中間期末(期末)残高 17,258 16,565 14,422

科   目

3,674 6 1,513

164 39 21

157 1,303 6
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（4）比較中間連結キャッシュ･フロー計算書
（単位：百万円、未満切捨）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成16年4月1日 自 平成15年4月1日 自 平成15年4月1日
至 平成16年9月30日 至 平成15年9月30日 至 平成16年3月31日
金             額 金             額 金             額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 3,001 2,971 6,811
2. 減 価 償 却 費 2,860 2,551 5,289
3. 貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ 509 527 796
4. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 325 △ 263 △ 409
5. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 312 △ 308 △ 548
6. 支 払 利 息 966 1,040 2,060
7. 持 分 法 に よ る 投 資 損 ・ 益 （ △ ） △ 101 △ 100 △ 153
8. 有 形 固 定 資 産 除 売 却 損 ・ 益 （ △ ） 225 34 85
9. 減 損 損 失 2,620 - -
10. 有価証券 ・投資有価証券売却損・益 （△ ） △ 146 - △ 114
11. 有 価 証 券 ・ 投 資 有 価 証 券 評 価 損 31 32 64
12. 売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額 1,871 3,596 △ 5,528
13. 未 成 作 業 支 出 金 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額 △ 10,685 △ 7,007 1,970
14. そ の 他 た な 卸資産 の減少 ・ 増加 （ △ ） 額 △ 39 447 1,196
15. 仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 2,151 △ 692 2,086
16. 未 成 作 業 受 入 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 3,998 4,363 159
17. 役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 25 △ 10 △ 10
18. そ の 他 △ 978 △ 2,424 2,626

小                      計 5,255 4,756 16,384
19. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 347 498 818
20. 利 息 の 支 払 額 △ 977 △ 1,048 △ 2,088
21. 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,757 △ 69 △ 660

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,869 4,137 14,453
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 17 △ 6 △ 109
2. 定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 - 37 71
3. 有価証券・投資有価証券の取得による支出 △ 392 △ 139 △ 1,074
4. 有価証券・投資有価証券の売却による収入 821 126 966
5. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,092 △ 1,743 △ 4,046
6. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 44 748 1,157
7. 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 600 △ 324 △ 1,328
8. 貸 付 け に よ る 支 出 △ 29 △ 16 △ 195
9. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 36 108 179
10. そ の 他 251 128 122

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 978 △ 1,079 △ 4,258
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短 期 借 入 れ に よ る 収 入 44,403 25,717 50,152
2. 短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 46,801 △ 32,965 △ 60,960
3. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 4,263 8,730 10,852
4. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 5,769 △ 6,655 △ 12,369
5. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 40 △ 8 △ 17
6. 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 0 1 2
7. 親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 △ 415 △ 414 △ 415
8. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 25 △ 22 △ 46

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,385 △ 5,618 △ 12,803
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 81 135 △ 228
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 2,576 △ 2,425 △ 2,836
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 23,210 26,090 26,090
Ⅶ 連結範囲変動による現金及び現金同等物の減少額 △ 181 △ 43 △ 43
Ⅷ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 20,452 23,621 23,210

科        目
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５．中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数      37社

主要な会社の名称
(株)山九海陸

山協港運(株)

(株)スリーエス・サンキュウ

サンキュウエンジニアリング(株)

山九プラント工業(株)

(株)インフォセンス

Sankyu(Singapore)Pte.Ltd.

P.T.Sankyu Indonesia International

Sankyu S/A

②非連結子会社
    中部海運（株）、他25社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益および利益
 剰余金(持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
 範囲に含めておりません。

(２) 持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社
該当ありません。

②持分法を適用した関連会社数  5社
主要な会社の名称

           上海経貿山九儲運有限公司

③持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称
協和海運(株)
(株)沖永開発

持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、中間連結純損益および連結利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体
  としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

(３) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連   結     （新規）Thai Barge Container Services Co.,Ltd.　　　　　　（除外） 東亜鉄構(株)

(４) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、次の14社の中間決算日は 6月30日であります。
Sankyu(Singapore)Pte.Ltd.
P.T.Sankyu Indonesia International
Sankyu S/A  他 海外連結子会社 11社

    また、(株)スリーエス・サンキュウの中間決算日は8月31日であります。
    中間連結財務諸表の作成に当たっては、同中間決算日現在の中間財務諸表を使用しておりますが、中間
    連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行うこととしております。

(５)会計処理基準に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

  ａ．有価証券

      その他の有価証券
     ・時価のあるもの
    中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価
    は移動平均法により算定)

     ・時価のないもの
    移動平均法による原価法

  ｂ．デリバティブ
       時価法

  ｃ．たな卸資産
    (a) 未成作業支出金
       個別法による原価法

    (b) その他たな卸資産
   ア．販売用不動産 個別法による原価法
   イ． 貯    蔵    品 主として先入先出法による原価法
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法
  ａ．有形固定資産
   建物は主として定額法、建物以外については主として定率法を採用しております。
   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建 物 及 び 構 築 物 15～50年
・機械装置及び運搬具 7～17年

  ｂ．無形固定資産
   定額法を採用しております。
   なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年）で償却しております。

③重要な引当金の計上基準
  ａ．貸倒引当金
 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
　債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

  ｂ．完成工事補償引当金
 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事に係る補償見積額を計上しております。

  c．退職給付引当金
 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額
  に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
     過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法に
   より按分した額を費用処理しております。
 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
  の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

  ｄ．役員退職慰労引当金
 役員および執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額を計上して
  おります。

   ④重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
  なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算
調整勘定に含めております。

   ⑤重要なリース取引の処理方法
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

   ⑥重要なヘッジ会計の方法
  ａ．ヘッジ会計の方法
   繰延ヘッジ処理によっております。

  ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象
  ・ヘッジ手段…金利スワップ取引 
  ・ヘッジ対象…借入金

  ｃ．ヘッジ方針
   当社の内部管理基準である「金利スワップ実行管理基準」に基づき金利変動リスクをヘッジしており
ます。

  ｄ．ヘッジ有効性評価の方法
   比率分析によっております。

   ⑦その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項
  ａ．消費税等の会計処理の方法
　 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(６)中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能
  であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

６．会計方針の変更

　固定資産の減損に係る会計基準
　当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
平成１４年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　
平成１５年１０月３１日）の早期適用をしております。これに伴い当中間連結会計期間の税金等調整前中間
純利益は２，６２０百万円減少しております。
　なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接
控除しております。
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７．注　記　事　項

［中間連結貸借対照表関係］

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末

平成１６年９月３０日現在 平成１６年３月３１日現在 平成１５年９月３０日現在

  1.有形固定資産の減価償却累計額 101,696 百万円   1.有形固定資産の減価償却累計額 100,700 百万円   1.有形固定資産の減価償却累計額 100,784 百万円

  2.担　　　保　　　資　　　産   2.担　　　保　　　資　　　産   2.担　　　保　　　資　　　産
(財団抵当) 有 形 固 定 資 産 38,043 百万円 (財団抵当) 有 形 固 定 資 産 38,845 百万円 (財団抵当) 有 形 固 定 資 産 39,232 百万円
(個別担保) 有 形 固 定 資 産 他 20,267 百万円 (個別担保) 有 形 固 定 資 産 他 21,948 百万円 (個別担保) 有 形 固 定 資 産 他 22,309 百万円

  3.保      証      債      務 5,842 百万円   3.保      証      債      務 6,189 百万円   3.保      証      債      務 6,325 百万円

  4.借入コミットメントライン   4.借入コミットメントライン   4.借入コミットメントライン
　　提出会社である当社は、資金調達力の強化および有 　　提出会社である当社は、資金調達力の強化および有 　　提出会社である当社は、資金調達力の強化および有
　利子負債圧縮を目的にコミットメントライン契約（主幹事 　利子負債圧縮を目的にコミットメントライン契約（主幹事 　利子負債圧縮を目的にコミットメントライン契約（主幹事
　銀行株式会社みずほコーポレート銀行　他参加銀行１２ 　銀行株式会社みずほコーポレート銀行　他参加銀行１３ 　銀行株式会社みずほコーポレート銀行　他参加銀行１３
　行）を締結しております。 　行）を締結しております。 　行）を締結しております。
　　当中間連結会計年度末における借入未実行残高は 　　当連結会計年度末における借入未実行残高は次の 　　当中間連結会計年度末における借入未実行残高は
　次のとおりであります。 　とおりであります。 　次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 35,000 百万円 コミットメントラインの総額 35,000 百万円 コミットメントラインの総額 35,000 百万円
借　入　実　行　残　高 15,750 百万円 借　入　実　行　残　高 17,150 百万円 借　入　実　行　残　高 19,250 百万円
差　　引　　額 19,250 百万円 差　　引　　額 17,850 百万円 差　　引　　額 15,750 百万円

［中間連結損益計算書関係］

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自  平成１６年４月　１日 自  平成１５年４月　１日 自  平成１５年４月　１日
至  平成１６年９月３０日 至  平成１５年９月３０日 至  平成１６年３月３１日

   1.販売費及び一般管理費の主要な費目    1.販売費及び一般管理費の主要な費目    1.販売費及び一般管理費の主要な費目
3,607 百万円 3,821 百万円 7,369 百万円
158 百万円 169 百万円 343 百万円
56 百万円 50 百万円 73 百万円
744 百万円 755 百万円 1,469 百万円
86 百万円 221 百万円 660 百万円

   2.｢特別損失」    2.｢特別損失」
      たな卸資産評価損は、販売用不動産に対する評価損     (1)固定資産売廃却損は、土地および建物の売廃却損

   2.減損損失       であります。       であります。
　当社グループは、事業用資産については管理会計上
での最小単位である収益管理単位で、遊休資産におい     (2)たな卸資産評価損は、販売用不動産に対する評価
ては個別物件単位でグルーピングしております。       損であります。
　このうち、当社グループ内の福利厚生施策の見直し等
により遊休となった資産で、将来の用途が定まっていな
い資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失（2,620百万円）として、特別損失に計上
しております。

※地域ごとの主な内訳 (単位：百万円）
　地　域 　主な用途 　　種　類　別 合計金額

 建  物 －
　東　北  土  地 13 13

 その他 －
 建  物 449

　関　東  土  地 482 956
 その他 24
 建  物 －

　近　畿    遊 休 資 産  土  地 310 310
 その他 －
 建  物 －

  中  国   土  地 40 40
 その他 －
 建  物 4

  九  州  土  地 1,294 1,298
 その他 －
 建  物 454

計  土  地 2,141 2,620
 その他 24

　なお、当該資産の回収可能価額は、帳簿価額に重要
性のある土地・建物については不動産鑑定評価基準に
基づいた評価基準とし、それ以外の土地については路
線価による相続税評価額、固定資産税評価額を基準
としております。

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

人 件 費
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額

減 価 償 却 費
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

人 件 費
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額

減 価 償 却 費
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

人 件 費
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額

減 価 償 却 費
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［中間連結キャッシュ･フロー計算書関係］

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自  平成１６年４月　１日 自  平成１５年４月　１日 自  平成１５年４月　１日

至  平成１６年９月３０日 至  平成１５年９月３０日 至  平成１６年３月３１日

   1.現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結    1.現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結    1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

     貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係      貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係      対照表に掲記されている科目の金額との関係

20,577 百万円 23,526 百万円 23,153 百万円
△ 134 百万円 △ 70 百万円 △ 131 百万円

20,452 百万円 23,621 百万円 23,210 百万円

８．リース取引関係
ＥＤＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

百万円 百万円

現 金 及 び 現 金 同 等 物

188165

現 金 及 び 預 金 勘 定
預入期間が3ｹ月を超える定期預金

取得日から 3 ｹ月以内に期日又は

償還日の到来する短期投資(有価証券)償還日の到来する短期投資(有価証券)

預入期間が3ｹ月を超える定期預金

百万円

現 金 及 び 預 金 勘 定
預入期間が3ｹ月を超える定期預金

現 金 及 び 預 金 勘 定

償還日の到来する短期投資(有価証券)

取得日から 3 ｹ月以内に期日又は

現 金 及 び 現 金 同 等 物現 金 及 び 現 金 同 等 物

取得日から 3 ｹ月以内に期日又は
9
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９.セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

　　当中間連結会計期間（自平成16年４月１日　至平成16年９月30日)
(単位:百万円、未満切捨) 

物　流 機　工 その他

事　業 事　業 事　業

売　上　高

(1) 99,114 53,513 8,733 161,361

(2) 22,123 5,872 1,663 29,659

計 121,237 59,385 10,397 191,020

営 業 費 用 116,815 57,724 10,359 184,900

営 業 利 益 4,421 1,661 37 6,120

(注) 事業種別は、内部管理上採用している区分によります。

　　前中間連結会計期間（自平成15年４月１日　至平成15年９月30日)
(単位:百万円、未満切捨) 

物　流 機　工 その他

事　業 事　業 事　業

売　上　高

(1) 89,439 51,937 8,212 149,589

(2) 24,783 4,321 1,808 30,913

計 114,222 56,259 10,020 180,502

営 業 費 用 111,703 55,035 10,016 176,755

営 業 利 益 2,519 1,224 3 3,746

　　前連結会計年度（自平成15年４月１日　至平成16年３月31日)
(単位:百万円、未満切捨) 

物　流 機　工 その他

事　業 事　業 事　業

売　上　高

(1) 183,434 119,774 18,770 321,980

(2) 51,019 6,014 5,075 62,110

計 234,454 125,789 23,846 384,090

営 業 費 用 228,311 122,924 23,887 375,123

営 業 利 益 6,142 2,864 △ 40 8,966

２．所在地別セグメント情報

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90%を超えているため、所在地別セグメント情報の
記載を省略しております。

３．海  外  売  上  高

海外売上高が連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

計
消去又は

連　結
全　　社

241

312,772

9,208

－

△ 62,351

－

321,980

321,980

155,152

6,208

計

161,361

161,361

-

消去又は

全　　社
連　結

△ 29,659

消去又は

全　　社

外 部 顧 客 に 対す る 売 上高

セグメント間の内部売上高又は振替高

外 部 顧 客 に 対す る 売 上高

セグメント間の内部売上高又は振替高

△ 31,076

162

△ 30,913

計

外 部 顧 客 に 対す る 売 上高

セグメント間の内部売上高又は振替高 △ 62,110

△ 62,110

3,909

連　結

-

149,589

88

145,679

△ 29,747

△ 30,913

△ 29,659

－

－

149,589
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10．有価証券関係

１．時価のある有価証券
（単位：百万円、未満切捨）

区分

中間連結 連結貸借 中間連結

　その他有価証券 取得原価 貸借対照表 差額 取得原価 対照表 差額 取得原価 貸借対照表 差額

計上額 計上額 計上額

 ①株式 5,205 9,029 3,823 5,191 9,109 3,917 5,173 7,324 2,151

 ②債券 299 284 △ 14 199 198 △ 1 99 99 0

 ③その他 167 191 24 124 155 31 107 126 19

        計 5,672 9,505 3,833 5,514 9,463 3,948 5,380 7,551 2,170
　(注)　 当該有価証券の減損にあたっては、当中間連結会計期間末の市場価格が帳簿価額と比して30％超下落している場合に適用しております。

２．時価評価されていない主な有価証券
（単位：百万円、未満切捨）

内容

  その他有価証券

 ①ＭＭＦ、中国ファンド等 9 188 165

 ②非上場株式（店頭売買株式を除く） 4,366 4,855 4,858

 ③優先出資証券 2,000 2,000 2,000

 ④社債 1 1 -

        計 6,377 7,044 7,023

11．デリバティブ取引関係

　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額連結貸借対照表計上額

平成16年 9月30日現在 平成15年 9月30日現在平成16年 3月31日現在

前連結会計年度

平成16年 3月31日現在

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間前連結会計年度

当中間連結会計期間

平成16年 9月30日現在

前中間連結会計期間

平成15年 9月30日現在
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